T. BesleyとM. Ghatakの"Motivated Agents"について by 加藤 善昌
1 
 

















キーワード：Motivated Agents, 日本の介護産業, 非営利組織 
 













                                                 
1  永合・鈴木 (2018) を参照。 
2  非営利組織を対象とした代表的な研究例としては、経営者の戦略選択は消費者が財・サ
ービスの質を重視するかどうかに依存し、さらに、寄付によって財・サービスの質は向





 非金銭的な要素を重視した概念として、英国の経済学者である Timothy Besley と 



















 “Motivated Agents”の概念は、Timothy Besley と Maitreesh Ghatak が 2005 年に
American Economic Review に掲載した” Competition and Incentives with Motivated 
Agents”とい論文において、初めて提唱された概念である。この研究は、海外では現在も広
く引用されている。 
 Besley と Ghatak の分析背景として、集合財を供給するにあたり、その供給主体の生産
性と労働者の動機やインセンティブはどのような関係にあるのかということがあげられる
5。さらに、この点と密接に関係しているのが、通常の営利企業による労働者の獲得競争が
                                                 
3  松島 (2018) を参照。 










の問題について、理念や道徳などの非金銭的な要因を重視する労働者 (受託者 : Agents) の
存在を重要視し、”Motivated Agents”という概念を用いて分析を行った。 
 この分析は、公共財を供給する機関の労働者のインセンティブについての分析という点
では Dewatripont, et al. (1999) や Dixit (2002) と共通し、さらに、エージェントが複数の
業務を遂行する状態を分析した Holmstrom and Milgrom (1988) とも共通するものである。
また、内発的動機に代表される労働者の非金銭的な動機についての分析という点では、Frey 
(1997) の路線と同様のものでもある。さらに、非営利組織についてプリンシパル・エージ
ェンシー理論を用いて分析している点ではGlaeser and Shleiher (1997) と同様のものであ
り、また、非営利組織の労働者の報酬について分析している点では Ballou and Wisebrod 
(2005) と共通しているともいえる。さらに、組織の目的と被雇用者の動機の関係について








ントによって構成されており、さらに、プリンシパルを三つのタイプ (𝑖 = 0,1,2) に分類し、
エージェントも同様に三つのタイプ (𝑗 = 0,1,2) に分類した。そして、プリンシパルはエー
ジェントにプロジェクト 𝑌 を委託し、もしプロジェクトが成功する、あるいは高品質な結
果である場合 (𝑌𝐻 = 1) は利得 𝜋𝑖 > 0 を得て、もし失敗する、あるいは低品質な結果であ







一般的なプリンシパルとエージェントである。他方、タイプ 1, 2 のプリンシパルとエージ
ェントは、非金銭的な要因にも反応する主体である。したがって、𝜋0 は金銭的要因のみに
よって構成されているが、𝜋1 と 𝜋2 は非金銭的要因も構成要因として含まれている。そし
て、水平的マッチングを考慮するため、𝜋1 = 𝜋2 = ?̂? と仮定する8。 
                                                 
6  なお、𝑒 は観察不可能で不可縮である。 






タイプ 0は金銭的な要因のみを重視しているが、タイプ 1, 2 のエージェントは社会的な美
徳やや理念といった非金銭的な利得も重視している。そして、それらに対するかれらの度合
いの強さを𝜃𝑖𝑗として、もしプリンシパルとエージェントのタイプが同じならば?̅?、タイプが




0 𝑖𝑓 𝑖 = 0 𝑎𝑛𝑑, 𝑜𝑟 𝑗 = 0
𝜃𝑖𝑓 𝑖 ∈ {0, 1, 2}, 𝑗 ∈ {0, 1, 2}, 𝑖 ≠ 𝑗
?̅?𝑖𝑓 𝑖 ∈ {0, 1, 2}, 𝑗 ∈ {0, 1, 2}, 𝑖 = 𝑗
 
 
 つまり、タイプ 1, 2のエージェントが”Motivated Agents”である。 
 つぎに、経済を利潤志向型部門 (𝑖 = 0) とミッション志向型部門 (𝑖 = 0) に分ける。ここ
で、つぎのような仮定を設定する。 
 











?̅?𝑗 ≥ 𝑣𝑖𝑗 
 



































𝑏𝑖𝑗 +𝑤𝑖𝑗 ≥ 𝑤 






















ッションを𝑥 (ただし、𝑋 = [0, 1] に含まれる実数) とする。そして、プリンシパルとエージ
ェントの利得は双方とも組織のミッションから影響を受けると仮定し、それぞれを𝑔𝑖(𝑥) 
(𝑖 = 1, 2), ℎ𝑗(𝑥) (𝑗 = 1, 2) とする。このときの組織のミッションの選択問題はつぎのように
                                                 












𝒜𝑝 = {𝑝0, 𝑝1, 𝑝2} 
𝒜𝑎 = {𝑎0, 𝑎1, 𝑎2} 
 
 そして、これらの間で形成されるマッチングを関数 𝜇 として以下のように定義し、また、
Aから Cによって条件づけている。 
 
𝜇:𝒜𝑝 ∪𝒜𝑎 → 𝒜𝑝 ∪𝒜𝑎 
 
∀𝑝𝑖 ∈ 𝒜𝑝, 𝜇(𝑝𝑖) ∈ 𝒜𝑎 ∪ {𝑝𝑖}… (𝐴) 
 
∀𝑎𝑗 ∈ 𝒜𝑎, 𝜇(𝑎𝑗) ∈ 𝒜𝑝 ∪ {𝑎𝑗} … (𝐵) 
 
∀(𝑝𝑖, 𝑎𝑗) ∈ 𝒜𝑝 ×𝒜𝑎, ∃𝜇(𝑎𝑗) = 𝑝𝑖, 𝜇(𝑝𝑖) = 𝑎𝑗 …(𝐶) 
 


















































}  𝑖𝑓 ?̅?𝑗 ∈ [0, ?̅?𝑖𝑗]















機の高いエージェントほど高い水準の努力を供給することも (c) は意味している。 








∗ = 𝑤 
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𝑖𝑓 ?̅?𝑗 ∈ [0, ?̅?0𝑗]







 ただし、𝑗 = 0,1,2 である。 
 
 さらに、命題 1の (b) より、賞与はエージェントの動機について減少であり、くわえて、


















命題 2：𝑖 = 0, 1, 2, 𝑗 = 0, 1, 2 において、同じタイプ同士の最適契約 (𝑏𝑖𝑗
∗ , 𝑤𝑖𝑗
∗ ) とマッチング













マッチング𝜇は𝑗 = 0,1,2について、𝜇(𝑝𝑗) = 𝑎𝑗において安定的であり、さらに、同じタイプ同
士の最適契約はつぎのような特徴を持つ。 
 
(a) 固定給は最低賃金水準の集合であり、𝑗 = 0,1, 2について 
𝑤𝑗𝑗



















(c) 最適努力水準は𝑗 = 1,2について、つぎのようになる。 
𝑒𝑗𝑗
∗ = 𝑏𝑗𝑗
∗ + ?̅? 
 


























チング𝜇は𝑗 = 0,1, 2について、𝜇(𝑎𝑗) = 𝑝𝑗において安定的であり、つぎの特徴を持つ。 
 
(a) 𝑗 = 0,1, 2について固定給は最低賃金水準の集合である。すなわち、 
𝑤𝑗𝑗

















(c) 最適努力水準は𝑗 = 1,2について、つぎのようになる。 
𝑒𝑗𝑗
∗ = 𝑏𝑗𝑗
∗ + ?̅? 
 








































































度に報酬を設定すると被雇用者の努力水準が低下することを Ghatak and Mueller (2011) 
において指摘している。 
 そして、Besley と Ghatak の研究を定量的に分析したものの代表例として、ここでは
Carpenter and Cong (2013) による分析を紹介する。この論文は 2013 年に“Motivating 










                                                 

















𝑂𝑢𝑡𝑝𝑢𝑡𝑖 = 𝛼 + 𝛽1𝑀𝑎𝑡𝑐ℎ𝑖 + 𝛽2𝐼𝑛𝑐𝑒𝑛𝑡𝑖𝑣𝑒𝑖 + 𝛽3𝑀𝑎𝑡𝑐ℎ𝑖 × 𝐼𝑛𝑐𝑒𝑛𝑡𝑖𝑣𝑒𝑖 + 𝑋𝑖
′𝜆 + 𝜀𝑖 
 






𝑂𝑢𝑡𝑝𝑢𝑡𝑖 = 𝛼 + 𝛾1𝐷𝑖𝑠𝑡𝑎𝑛𝑐𝑒𝑖 + 𝛾2𝐼𝑛𝑐𝑒𝑛𝑡𝑖𝑣𝑒𝑖 + 𝛾3(𝐷𝑖𝑠𝑡𝑎𝑛𝑐𝑒𝑖 × 𝐼𝑛𝑐𝑒𝑛𝑡𝑖𝑣𝑒𝑖) + 𝑋𝑖
′𝜆 + 𝜀𝑖 
 
 𝐷𝑖𝑠𝑡𝑎𝑛𝑐𝑒𝑖は、被雇用者𝑖の政治的な選好と所属政党の政策の間にどのくらい違い (距離) 
があるかを示す変数である。 
 主な分析結果は以下である。まず、𝑀𝑎𝑡𝑐ℎ𝑖の係数は正であり、統計的な有意性も確認され
                                                 
13 これらの手順は行動経済学の分析における倫理的な問題点をすべて満たしている。 
図1　Carpenter and Gong の分析の工程
注： Carpenter and Gong (2013) のFigure1 (Study Design) をもとに筆者作成
支払い


































 本稿の主な貢献は、”Motivated Agents” という概念を本格的に紹介した点である。この
概念は日本においてはまだ注目されていない。だが、非金銭的な要因も重視する被雇用者は、
今後の日本の介護産業とそこにおいて事業を行う主体について考察する際、必要な存在で
ある。本稿は”Motivated Agents”を理論的に提唱した初めての論文である”Competition and 
Incentives with Motivated Agents”とその実証例である Carpenter と  Gong の
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